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1. はじめに

2025年6月、尹錫悦(ユン・ソンニョル)前大統領の弾劾・罷免を経て、李在明(イ・ジェミョン)氏が第

21代大統領に就任

⚫ 2025年8月、政権運営の青写真となる「国政運営5カ年計画 (案)」を発表

✓ 5大国政目標の下で、23大推進戦略、123大国政課題を推進

尹前政権から政策基調の変化が見受けられる、人工知能 (AI)、基礎研究、人材育成を中心に、

李政権の科学技術政策の狙いと方向性を明らかにする

2

国家ビジョン 国民が主人の国、ともに幸せな大韓民国

3大国政原則 「傾聴と統合」「公正と信頼」「実用と成果」

5大国政目標 • 国民と1つになる政治 3推進戦略 19国政課題

• 世界をリードする革新経済 5推進戦略 29国政課題

• 皆が豊かになる均衡ある成長 4推進戦略 23国政課題

• 基本が堅固な社会 8推進戦略 37国政課題

• 国益中心の外交安保 3推進戦略 15国政課題
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2. 政府体制：全体組織
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大統領諮問機構

国務総理秘書室

出典：「政府24」 https://plus.gov.kr/.
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2. 政府体制：全体組織－主な変更点

19部3処20庁から19部6処19庁へ

⚫ 3処（国務総理室所属）を新設

✓ 国家データ処（統計庁を格上げ）

✓ 知識財産処（特許庁を格上げ）

✓ 企画予算処（企画財政部から予算業務を分離独立、国務総理所属へ）

⚫ 2庁を新設（検察庁を廃止し、起訴権と廃止捜査権を別の新設庁に分離・移管）

✓ 公訴庁（法務部所属）、重大犯罪捜査庁（行政安全部所属）

⚫ 3庁を改組・廃止

✓ 統計庁、特許庁、検察庁

⚫ 4部の所管業務・名称変更

✓ 財政経済部（企画財政部から変更、長官は経済副総理兼任）

✓ 産業通商部（産業通商資源部から変更、資源・原発輸出業務は残し、エネルギー業務は気候エネルギー境境部へ移

管）

✓ 気候エネルギー環境部（環境部から変更、産業通商資源部からエネルギー業務を移管）

✓ 性平等家族部（女性家族部から変更）

科学技術副総理体制を発足

⚫ 経済副総理（企画財政部長官兼任）・社会副総理（教育部長官兼任）2人体制から、経済副総理

（財政経理部長官兼任）・科学技術副総理（科学技術情報通信部長官兼任）の2人体制へ

4
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副総理

兼 科学技術情報通信部長官

2. 政府体制：科学技術政策推進組織
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大統領秘書室

国家AI政策秘書官
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2. 政府体制：科学技術政策推進組織－主な変更点

大統領主導のAI推進体制を構築

⚫ 国家人工知能戦略委員会の機能強化：大統領直下でAIの発展および信頼基盤調整などに向けた主要政

策の審議・議決。前政権のAI委員会は政策助言が中心で省庁間調整などの司令塔機能が弱かったのに対

し、省庁間政策調整などAI司令塔として関連政策全般を総括する機能を付与

⚫ AI未来企画首席の新設：AI・先端技術の成長戦略や人口・気候危機など未来課題を総括する役職を大

統領府に新設

科学技術情報通信部長官を副総理に格上げ

⚫ 科学技術副総理の復活：17年ぶりの改定、省庁横断的な科学技術・AI政策を統括

⚫ 科学技術・人工知能政策協力官の新設：副総理に直属

⚫ 科学技術関係長官会議の発足：主要科学技術およびAI政策を総合的な観点から策定・推進し、省庁間

協議が必要な懸案や主要政策、中長期計画を審議・調整、議長は副総理兼科技部長官

⚫ 人工知能政策室に格上げ： 局レベルのAI担当組織を改組、国家AI政策を企画・実行

6
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3. 科学技術関連の国政課題：概要

国政目標「世界をリードする革新経済」の下、 推進戦略「AI 3大強国への跳躍」、「基礎が堅固な

科学技術」に即した7つの国政課題について、科学技術情報通信部 (科技部) が主管し、各政策を

立案・推進

7

*AI３大強国とは、米国、中国に次いで韓国が将来AI強国となることを意味する

国家ビジョン 国民が主人の国、ともに幸せな大韓民国

3大国政原則 「傾聴と統合」「公正と信頼」「実用と成果」

5大国政目標

国民と1つになる

政治

世界をリードする

革新経済

皆が豊かになる均

衡ある成長

基本が堅固な社

会

国益中心の外交

安保

戦略推進 国政課題

AI3大強国への跳躍

• AI3大強国*への跳躍に向けたAI高速道路の構築（詳細p16）

• 世界で最もAIを利活用する国の実現（詳細p16）

• 高い技術優位性を持つ「超格差」AI先導技術・人材の確保（詳細p17）

• 国民の安全と普遍的な生活の質向上に向けた「AI基本社会」の実現（詳細p17）

基礎が堅固な科学技術

• 科学技術5大強国実現のためのシステム革新（詳細p18）

• 基礎研究エコシステムの構築と科学技術人材強国の実現（詳細p18）

• 世界をリードするネクスト (NEXT) 戦略技術の育成（詳細p19）

科学技術関連（科技部主管）

出典：韓国政府資料をもとにAPRC作成
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3. 科技関連の国政課題に即した主要戦略・施策

7つの国政課題に即して、AI・半導体・バイオなど主要国家戦略技術育成とともに、基礎研究・研究

開発エコシステムの復元、科学技術人材確保に関する戦略・施策が優先的に策定

8

国政課題   主要戦略・施策（詳細は補足資料を参照）

AI3大強国への跳躍に向けたAI高速

道路構築

• 関係省庁合同「科学技術×人工知能国家戦略」 (25年11月)p20参照

• 科学技術情報通信部「ハイパーAIネットワーク戦略」 (25年12月) p20参照

世界で最もAIを利活用する国の実現 • 「独自AIファウンデーションモデルプロジェクト」着手（25年8月）

高い技術優位性を持つ「超格差」AI

先導技術・人材の確保

• 関係省庁合同「AI時代、半導体産業戦略」（2025年12月）p22参照

• 教育部「みんなのための人工知能人材育成方策」 (2025年11月) p20参照

国民の安全と普遍的な生活の質向

上に向けた「AI基本社会」の実現
• 「AI国民生活10大プロジェクト推進方策」（25年11月）

科学技術5大強国実現のためのシス

テム革新
• 「研究開発エコシステム革新方策」（25年11月）

基礎研究エコシステムの構築と科学

技術人材強国の実現

• 関係省庁合同「基礎研究エコシステム育成方策」 (25年12月) p21参照

• 関係省庁合同「科学技術人材確保戦略」 (25年11月) p21参照

世界をリードするネクスト (NEXT) 戦

略技術の育成
• 「AIバイオ国家戦略」（25年12月）p22参照
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4. 2026年度施策：政府研究開発予算

政府予算総額727.9兆ウォン (約77兆円、前年比8.1%増) の約4.9%

⚫ 前年比19.9％増の35.5兆ウォン (約3.8兆円、1ウォン＝約0.106円) で過去最大

⚫ 「技術主導型成長」と「包摂的成長」の2本柱で、産業競争力の強化と研究エコシステムの回復を推進

⚫ 2027年までに政府総支出に占めるR&D予算の割合を5％へ拡大する方針

9

技術主導成長 予算額 (兆ウォン) (前年比)

人工知能 2.4 (116.6％増)

エネルギー 2.7 (20.3％増)

戦略技術 8.6 (32.1％増)

防衛産業 3.9 (25.4％増)

中小ベンチャー 3.4 (39.5％増)

包摂的成長 予算額 (兆ウォン) (前年比)

基礎研究 3.4 (14.6％増)

人材育成 1.3 (35.4％増)

政府出資研究機関 4.0 (17.6％増)

地域成長 1.2 (66.2％増)

災害・安全管理 2.4 (13.9％増)

直近の政府研究開発予算推移 政府研究開発重点投資10分野

出典：韓国科学技術情報通信部

（兆ウォン）

31.1

26.5

29.6

35.5

2023年     2024年      2025年       2026年
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4. 2026年度施策：科学技術通信部予算

科技部全体の予算（研究開発費以外を含む）は前年比13.1％増の23.8兆ウォン (約2.6兆円、1

ウォン＝約0.106円) 

⚫ 4つの重点分野への集中投資を通じて、イノベーション主導型経済への転換を加速

10

重点分野 主な施策
予算額

 (兆ウォン)

AIトランスフォーメーション 

(AX)

• 「AI高速道路」の推進

• 革新的なAI技術と人材の育成

• AI導入の促進とAI対応社会の構築

• 研究開発活動全般にわたるAIの統合

5.1

ネクスト (NEXT) 戦略技術
• 半導体、先端バイオテクノロジー、量子技術などコア技術への投資拡大

• 政府出資研究機関の財務構造改善に向けた改革推進
5.9

研究開発エコシステム強化

• 基礎研究の拡大

• 国内の科学者の育成

• 国の奨学金や研究費への資金増額

• 世界的に優れた人材の誘致

4.5

均衡ある成長

• 地域主導の研究開発の強化

• 実践的な科学活動やデジタル包摂イニシアティブへの公共アクセス拡大

• 地域のデジタル格差の縮小

0.7
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4. 2026年度施策：科技部研究開発施行計画

11

科学技術分野 情報通信・放送分野

技術開発 基礎研究事業：2兆8,123億ウォン ICT技術開発事業：1兆400億ウォン

戦略技術開発事業：2兆4,098億ウォン

バイオ医療技術開発事業、国家創薬開発事業、量子科学フラグ

シッププロジェクト、半導体源泉技術開発事業、ディスプレイ源泉技

術開発事業、ナノ・素材技術開発事業、稼働原発安全性向上核

心技術開発事業、国際核融合実験炉共同開発事業、炭素フリーエ

ネルギー革新技術開発

科学技術AI：129億ウォン

社会課題解決事業：238億ウォン

地域・事業化 地域・事業化事業：4,879億ウォン ICT技術事業化事業：150億ウォン

人材育成 科学技術人材育成事業：3,078億ウォン ICT人材育成事業：3,083億ウォン

基盤造成 国際科学ビジネスベルト造成事業：584億ウォン ICT基盤造成事業：2,744億ウォン

大型加速器事業：2,242億ウォン

国際協力 科学技術国際化事業：1,030億ウォン ICT国際共同研究・標準化事業：409億ウォン

科学技術部所管の研究開発関連予算は約11.9兆ウォン
⚫ 上記科技部の研究開発予算は政府研究開発予算総額の約33.5%

⚫ 研究開発関連予算のうち、総合施行計画対象事業予算は8兆1,188億ウォン、

   前年比25.4％増額

✓ うち、科技分野6兆4,402億ウォン（右図）、ICT分野1兆6,786億ウォン

✓ 科技分野予算のうち、基礎研究2兆8,100億ウォン、戦略技術開発事業2兆4,100億ウォン

2026年度科技部の研究開発事業総合施行計画における予算配分

出典：科技部、韓国研究財団

科技部研究開発事業の内訳



Copyright © Japan Science and Technology Agency

4. 2026年度施策：国際協力強化（１）

AIグローバルリーダーシップの強化、国際共同研究開発を通じた国際協力の活性化

⚫ 「アジア太平洋AIセンター」の設立・運営

✓ AI関連の能力構築、イノベーション推進、地域の情報共有の推進を目的として、韓国は同センターを自己資

金で設立・運営する旨、2025年第32回APEC首脳会議 (慶州) で採択された「APEC人工知能 (AI) イニシ

アティブ (2026～2030)」に明記

✓ ODA（政府開発援助）を活用した協力事業を企画・推進： 医療・食料・教育などの人類共通課題の解決、

現地データの共同構築・活用など

⚫ 韓国AI技術「K-AI」の海外展開

✓ UAE人工知能特任大臣とのMoU (2025年11月) に基づき、UAEにおけるAIデータセンター構築や港湾物流

AXプロジェクトなどに参加し、フルスタックのAI技術を提供

✓ これを成功事例として、中東・アフリカ・ASEANなどへの「K-AI（韓国型AI）」の導入・普及を加速化

⚫ AI協力の戦略的推進

✓ 米国 (共同研究、AIサプライチェーン)、中国 (フィジカルAI) との協力を強化

✓ 2025年9～10月に締結したグローバル企業とのMoUに基づき、グローバル企業との協力プロジェクトを本格

化：ブラックロック (データセンター)、OpenAI (データセンター、人材・スタートアップ)、現代自動車・NVIDIA (GPU、フィジカル

AI)

12
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4. 2026年度施策：国際協力強化（２）

⚫ 国際科学技術協力の活性化

✓ 米国、中国、EUなどとの研究協力を強化：韓米科学技術合同委員会 (2026年上期)、韓中ICT戦略対話 (2026年上

期)、EUホライズン・ヨーロッパへの参加支援拡大（26年125億ウォン）などが予定されている。

✓ 新規多国間研究プラットフォームの構築を推進：準備委員会を発足 (2026年内)、海外優秀研究機関との協力ハブを構

築（26年301億ウォン）

13

参考：主な2国間協力会合 (2025年11～12月)

会合 概要

韓・UAE首脳会談
• 韓国の国家AI戦略委員会とUAEのAI・先端技術委員会 (AIATC) の間で、戦略的AI協力枠組みを締結することに合意。

• AI技術、応用サービス、AIエネルギーインフラ開発など、幅広い協力を推進。

第3次韓EUデジタル

パートナーシップ協議会

• 2022年に締結した韓EUデジタルパートナーシップ協定の下、2023年から毎年開催。

• 2025年は、ペ・ギョンフン韓国副総理とヘンナ・ヴィルックネン欧州委員会上級副委員長が出席。

• AIなどの重要技術 (半導体、超高性能コンピューティング (HPC)・量子技術、サイバーセキュリティ、Beyond5G/6Gなど)、

共同研究、人材交流・デジタル包摂などについて議論。

第14回韓日科学技

術協力委員会

• 1985年締結された日韓科学技術協力協定に基づき、16年ぶりに東京で開催。

• ハン・ミニョン韓国外交部気候環境科学外交局長と川村裕科学技術協力担当大使が出席

• AI、宇宙政策、量子技術、バイオ技術などに関する協力の現状と今後の展望、研究機関間の連携・協力について議論。

第6回韓豪科学技術

合同委員会

• 2000年発効した科学技術協定に基づき、2001年から開催。

• ファン・ソンフン韓国科学技術情報通信部国際協力局長とドム・イングリッシュ産業科学資源省研究開発戦略調査部事

務局長が出席。

• 戦略技術分野の政策を共有するとともに、特にAI・量子分野での協力強化方策を議論。
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5．おわりに

進歩派の李政権への交代により、科学技術政策の改革が進められ、現時点では、特に研究開発予

算拡大による研究エコシステムの強化、AI等の新興技術重点投資を通じて、前政権との差別化を

図っている。既述の内容と補足資料（次ページ以降）より、新政権の主な特徴を整理すると以下の

通り。

• AIの強力な推進：AI司令塔たる国家AI戦略委員会・その他のAI関連組織・投資を強化し、科学技術全般にAIを積極取り

入れることでイノベーションの加速化、科学技術・産業競争力確保を目指す。

• 「フルスタックAIエコシステム」の構築： AI半導体から独自AI基盤モデル、分野別特化モデル、AIエージェントまでまたがる「韓

国型フルスタックAI」を構築、グローバル市場とAI主権を狙う。

• 研究開発予算の安定的な確保と充実：政府総支出比R&D予算5％、R&D予算比基礎研究予算10%を目指す。

• 科学技術人材育成施策の強化：国家科学者の選定・育成、科学技術とAIの融合人材育成、奨学金など経済的な支援

の拡大、先端・国家戦略技術の需要を見据えた高度研究開発人材育成を重点推進。

• 優秀な海外科学技術人材の誘致強化：2030年までに海外優秀な研究者2,000人誘致に向けて、支援予算を大幅拡大、

当面は海外在留韓国人研究者をターゲットにし誘致活動の多角化に充当。

• 国家戦略技術、次世代技術の育成：2030年まで戦略技術分野の技術レベルを対米国比85％まで引き上げるため、半導

体・二次電池に加えて、バイオ、量子、核融合エネルギーなど次世代戦略技術への研究開発投資を増強し、コア技術確保や

早期商用化に注力。

• 国際協力の活性化：AI・宇宙・量子・バイオなど先端・戦略技術分野の国際的な枠組みやルールづくりに積極参加、国際共

同研究の参加・支援拡大によって、国際的影響力・協力を強化。

• AI・半導体を支えるエネルギー政策：AI・半導体需要増加による電力の安定的供給や産業への影響などの現状を踏まえて、

脱原発・再生可能エネルギーへの早期移行から、SMR育成や新規原子力発電所を推進するなど方針転換を余儀なくされて

いる。

14
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補足資料
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科学技術関連の国政課題：AI （１）

16

AI3大強国への跳躍に向けたAI高速道路の構築

目標 • AIインフラとデータを拡充し、ネットワークを有機的につなぐ「AI高速道路」を構築

主な

内容

• AIコンピューティングインフラの拡充 大学・研究機関・中小ベンチャーが十分利用できるようにGPUの早期確保と安定的供給

• 超知能ネットワークの構築 AIに最適化された6Gの商用化、リアルタイム・超精密AIサービス向けの知能型基地局の拡散

• データの構築・開放
公共・民間AI学習用データ統合プラットフォーム（～2026年）や分野別（医療・製造など）データ

スペース、統合メタデータ基盤の構築

• 国家AI委員会の役割強化
省庁横断のAI司令塔として格上げ、規制サンドボックス・AI規制の検討、AI基本法・施行令などの

整備

AI3大強国入りに向けて、AIインフラ構築、AI先導技術・人材の確保、AIガバナンス強化、社会実

装・利活用拡散へ

世界で最もAIを利活用する国の実現

目標 • AIが国家の中核インフラかつ必須技術となり、国民すべての生活に貢献

• 共同体の持続可能な成長と共存に寄与する国の実現

主な

内容
• 独自AIモデル開発支援

民官学協力によるAIモデル (最大5件) の開発にGPU・データ・人材を集中支援、グローバルレベルの

独自AIモデルを確保

• 「みんなのAI」基盤の構築 誰もがAIサービスを体験・開発できる統合環境の提供、国民向けAIキャンペーン・場の造成

• 産業AI転換（AX）促進 製造業のAIファクトリーへの転換支援、中小企業向けAIバウチャーの支給、サービス業のAX支援

• 地域AI転換（AX）支援 地域特化産業のAX拠点の構築、AX実証産業団地の造成

• 革新AIスタートアップ育成 AI革新ファンド運営・支援、AIベンチャー・スタートアップ支援
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科学技術関連の国政課題：AI （２）

17

高い技術優位性を持つ「超格差」AI先導技術・人材の確保

目標 • AI時代の成長を牽引する最高水準のAI人材の育成・確保

• 汎用人工知能 (AGI)、低電力・高性能AI半導体など超格差AI先導技術の確保

主な

内容
• 中核人材の育成・確保

ソフトウェア中心大学からAI中心大学への転換・拡大 (30校)、科学技術院内AI学部の設立、大

学・大学院間ファストトラックの運営、国内外の優秀人材の確保

• 融合人材の育成 様々な産業需要に基づくAX人材育成に向けてイノベーションアカデミーの拡大、AX大学院の新設 

• 次世代AI源泉技術の確保 大規模言語モデル (LLM) の限界を克服する超格差技術の確保、汎用AI技術の確保

• AI半導体産業エコシステムの確立 国産NPU搭載のAIサービスパッケージ実証に向けたテストベッドの拡大・事業化支援

• フィジカルAIの適用加速 ヒューマノイドAIの実現に向けたコア技術の確保、工場・ロボットなど主要産業への採用加速

国民の安全と普遍的な生活の質向上に向けた「AI基本社会」の実現

目標 • AI技術によってすべての国民の基本権を積極的に保障する「AI基本社会」の実現

• 国際協力を通じたAI基本社会の共同実現のためのグローバルAIイニシアティブの推進

• AIの安全・信頼の確保を通じた、国民がAIを安心して利用できる基盤の整備 

主な

内容

• AI基本社会の実現 社会全般で基本的な生活や安全な日常が保障される「AI基本社会」の実現

• グローバルAIイニシアティブ
AI基本社会の共同実現に向けて多くの国々が参加するグローバルAIコンソーシアムの発足、グローバル

AI共同基金の造成およびアジア・太平洋地域の人材・企業を惹き込むAI特化地区の造成推進 

• AI倫理・安全・信頼基盤の造成 AI悪用防止のためのコア技術開発・商用化支援

• デジタルセキュリティ・安全の確保
AIにより知能化したサイバー脅威への効果的な対応のために、セキュリティ制度見直し、AI基盤セキュ

リティシステム構築など
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科学技術関連の国政課題：研究環境・人材

18

科学技術5大強国実現のためのシステム革新

目標 • 持続可能な研究開発イノベーションエコシステムの構築による科学技術5大強国への飛躍 

• 国際協力強化による先端技術主権とグローバル科学技術リーダーシップの確保

主な

内容

• 研究開発投資システム改革 政府総支出5%水準への予算拡大、予算審議の専門性・戦略性の向上

• 研究専念・成果創出環境の整備 事務負担を軽減しR&D成果を国家成長につなぐ「研究開発エコシステム革新方策」 (仮称) の策定

• 公的研究機関のPBS (Project-

Based System)*の段階的廃止

政府出資金中心の財政構造に改編 (～2030年)、短期・断片型から中長期・ミッション中心型への

転換 *政府出資金以外の受託課題を通じて研究費・人件費を賄う制度

• 戦略的国際協力の強化
研究者・機関中心の国際協力戦略推進のための法的基盤整備、研究セキュリティ体制の構築と先

端技術分野における戦略的協力強化

• 地域自律R＆D強化 地域によるR&D事業企画・執行、省庁・地域共同で成果を管理する「地域主導R&D」体制へ

革新的科技政策・予算執行・成果管理によるR&D投資効果・戦略性を強化、基礎研究に投資拡大

基礎研究エコシステムの構築と科学技術人材強国の実現

目標 • 基礎研究エコシステムの回復と若手研究者などキャリアパスに応じた支援体系の確立

• 国家レベルの科学技術人材育成ロードマップの策定、若手・トップレベルの海外優秀人材の戦略的誘致・確保

主な

内容
• 基礎研究エコシステムの拡充

課題数の大幅増 (1.2万件→1.5万件 (2030年)）と長期・安定的課題拡大、世界トップレベルの

国家研究所の選定・育成

• 若手研究者のキャリアパスに応じ

た支援
3種の支援パッケージ (国家優秀奨学金、研究生活奨励金、基本研究費)、居住・兵役の支援

• 支援体制一元化
国家科技人材育成の青写真提示、省庁横断的な科技人材政策 ・予算調整機能の強化、データ

基盤統合管理体系構築、科学技術諮問会議の機能強化

• 海外優秀人材誘致 「Brain to Korea」の推進 (AI、バイオなど戦略技術中心で2,000人誘致 (～2030年))

• 待遇改善
女性科学技術者のキャリア復帰支援、トップ研究者・高度科学技術者の定年退職後支援プログラ

ムの新設など
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科学技術関連の国政課題：戦略技術
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世界をリードするネクスト (NEXT) 戦略技術の育成

目標 • 国家戦略技術の世界初5件以上、世界1位10件以上達成 (～2030年)

• 官民協業・国民参加に基づく「K-Tech国民企業」5社創出、政府研究開発成果の中大型技術移転・事業化 (年間400件 (技術移転

契約額1億ウォン以上、2030年)、ディープテック起業促進 (累計1,642件 (2023年) →3,000件 (～2030年))

主な

内容

• 官民協業戦略技術の育成

国家ミッションに即した大型NEXTプロジェクトの推進、イノベーション型管理専門機関の運営

①主力技術：半導体、二次電池、②未来革新技術：AI、バイオ、量子、③基盤技術：先端・

未来素材、未来エネルギーなど

（短期) 5年以内のコア技術自立化を目標とした、コアプロセス技術開発・技術事業化などの支援

（中長期) 未来成長産業のシーズとなる圧倒的優位性を持つ基盤技術とインフラ・人材の確保

• 国産技術によるK-Space挑戦

宇宙科学探査ロードマップ (月面着陸 (2032年)、火星探査 (2045年) など) 策定、大田・全南・慶

南に宇宙産業クラスター構築 (専門人材育成・教育、体験施設の構築・運営など) 、メタンエンジン

基盤の再使用型ロケット開発推進、民間航空機の国際共同開発、ドローン部品・機体の国産化、

未来型航空機開発

• ディープテック基盤のイノベーション

成長

研究成果に基づく研究室起業支援の強化、産学研ジョイントベンチャー設立、民間技術事業化専

門機関の育成、イノベーション型調達市場への進出拡大

• 技術事業化による成果創出促進
スケールアップ支援のための技術金融拡大、国際標準開発・技術販路開拓支援、官民協力大型プ

ロジェクトの推進

• 特許情報連携研究開発 特許ビッグデータ分析を通じた未来戦略技術R&D戦略の提示、知的財産データ開放・活用促進

宇宙航空・AI・バイオなど先端分野におけるコア技術の国産化や圧倒的な技術優位性の確保を目

指す
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科技関連国政課題に即した主要戦略・施策－AI関連
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関係省庁合同「科学技術×AI国家戦略」 (2025年11月)

• 国政課題「AI3大強国への跳躍に向けたAI高速道路構築」に対応

• 2030年までに科学技術AI（AI for Science）における世界トップレベルの成果を創出するため、4戦略と12課題を提示

4戦略の

主な内容 • コア技術の確保

強みのある6分野 (バイオ、材料・化学、地球科学、数学、半導体・ディスプレイ、二次電池) の科学

技術AI基盤モデルの開発、韓国型研究AIエージェント「AI Co-Scientist」の開発・拡散、自動化・

自律実験室構築による高速・高効率な研究環境の造成

• 融合人材の育成

科学技術とAI融合人材の育成（AIサイエンス高校・AI英才学校新設、科学技術院内AI学部設

立、大学AX）、研究者主導のAX推進（基礎研究AIセンター設置、優秀な博士レベル人材確保

のためポスドク・新人教員などのAI融合研究支援など）

• コアインフラ・産学研協力エコ

システムの構築

専用GPU8000枚以上の確保・支援、GPU共同活用体制構築、研究データ構築・活用のための法

制度整備、産学イノベーションハブとしての国家科学AI研究所の設立、研究信頼性・透明性などの

新たな研究倫理基準の提示

• 産業エコシステムの高度化
需要発掘・マッチングなどによる市場創出促進、起業・スケールアップ支援、主力産業の新しい成長

エンジンのとして支援・育成、グローバル協力支援

教育部「みんなのための人工知能人材育成方策」 (2025年11月)

• 国政課題「高い技術優位性を持つ「超格差」AI先導技術・人材の確保」に対応

• 生涯にわたる普遍的AI教育の拡大、革新人材・融合人材など多層的なAI人材育成を目指す
：AI重点学校の段階的拡大 (730校 (2025年) →2,000校 (～2028年))、AI関連大学・大学院の定員増、学士・修士・博士課程のファストトラック 

(8年→5.5年) 導入など

科学技術情報通信部「ハイパーAIネットワーク戦略」 (2025年12月)

• 国政課題「AI3大強国への跳躍に向けたAIハイウェイ構築」に対応

• 世界トップレベルの超知能・超性能のネットワーク構築、6G・AIネットワーク産業の発展に向けた推進方策を提示

出典：韓国科学技術情報通信部
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関係省庁合同「科学技術人材確保戦略」 (2025年11月)

• 科学技術人材育成環境を抜本的に見直し、トップ人材を国内で育成するとともに、海外から戦略的に誘致

• 国政課題「基礎研究エコシステムの構築と科学技術人材強国の実現」に対応

主な

内容
• 国家科学者選定・育成

「国家科学者制度」の導入、優れた科学技術人材のキャリアパス (優秀生→大学 (院) 生→ポスドク→次

世代国家科学者→リーダー級国家科学者) の構築

• 科学技術・AI融合人材

育成

理工系学生・若手研究者に対するAI教育・研究・インフラの拡大、研究開発全過程でのAI活用による研

究パラダイムシフトの支援、企業・科学技術院共同センターと科学技術院・地域大学共同大学院の発足、

KAISTなど4大科学技術院の地域産業のAXハブとしての役割強化

• 魅力的な理工系成長環

境の構築

理工系学生・若手研究者への財政支援 (国家奨学金・研究生活奨励金の拡大など)、大学専任教員・

人材の雇用拡大、次世代ユニコーン育成、公的研究機関の若手研究者採用拡大、トップ1％研究者に対

するインセンティブ制の導入、大学・研究機関・企業間兼職活性化、優れた研究者の定年後研究支援

• 海外トップ人材の戦略的

誘致

優秀・若手研究者2,000人誘致 (～2030年)、国内定着支援、2030年までに年間約400人の海外韓国

人研究者を誘致

関係省庁合同「基礎研究エコシステム育成方策」 (2025年12月)

• 基礎研究エコシスエムの多様性と卓越性に基づき、世界的な成果創出によって一層跳躍を目指す

• 国政課題「基礎研究エコシステムの構築と科学技術人材強国の実現」に対応

主な

内容

• 安定的かつ持続可能な基礎

研究投資システムの構築

基礎研究期間延長 (1～3年→3～5年)、10年以上の長期研究の促進、受給率に基づく事業管理 

(全体30％、専任教員50％、新人教員70％ (～2030年))

• 研究者のニーズに応じた基礎

研究支援体制の拡充

若手研究者支援の規模拡大 (ポスドク・キャリア初期教員など1万人)、優れた研究者の成長を支援す

る「トップティアリーダー研究」の新設、グローバルパートナーシップの構築支援

• 国際競争力を有する基礎研

究機関育成

大学の研究競争力強化に向けた成果に基づくブロックファンディング*の導入、先導研究センターの自立

化推進 基礎科学研究院 (IBS) の中核機関への育成 (海外拠点設立、海外研究チームの受け入れ) 

*プロジェクトにおける資金調達目標額を複数回に分けて大型の資金調達を目指す手法

• 創意・挑戦的研究に専念でき

る基盤構築

大学の基礎研究AIセンター40か所の指定・運営、基礎研究・AI融合研究人材2,000人の育成 (～

2030年)、評価システムの見直し (段階評価廃止・選定評価簡素化)、評価プロセスへのAI技術導入

出典：韓国科学技術情報通信部
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関係省庁合同「AI時代、半導体産業戦略」（2025年12月）

半導体世界2強入りをビジョンとして、半導体製造（メモリ・ファウンドリー）世界1位維持、国内ファブレス規模10倍拡張へ

推進戦

略および

細部課

題

• 半導体技術・生産主権の確

立
NPUの開発・商用化を本格化、世界最大・最高級のクラスター造成

• システム半導体の強化 ミドルテック半導体の国産化プロジェクト、共創ファウンドリー設立、国防半導体フラッグシップ

• 半導体の素材・部品・装備、
人材供給網の拡充

グローバルトップの素材・部品・装置育成プロジェクト、韓国半導体大学院大学の設立、グローバル設

計ハブ構築（先導企業の誘致）

• 半導体エコシステムの拡張 半導体クラスターの全国化、光州・釜山・亀尾特化クラスター（南部圏革新ベルト）造成

関係省庁合同「AIバイオ国家戦略」 (2025年12月)

AIバイオグローバルハブ国家へ跳躍

主要内

容
• 5大分野AIバイオモデル構築・開

発および適用

新薬開発、脳・アンチエイジング、医療機器、バイオ製造、農食品（グリーンバイオ）を核心分野とし

て選定、創薬に向けてAIバイオモデルを構築

• AIバイオイノベーションエコシス
テムの造成

大学・研究所・企業・病院、バイオ・AI研究者・開発者などをつなぐ「AIバイオイノベーション研究拠

点」を造成

• データへのアクセス・活用向上
およびAIコンピューティングイン
フラ構築支援

高品質のバイオビックデータを確保、バイオ・医療データへのアクセス・活用を向上、大規模AIバイオデー

タ分析やAIバイオモデル開発を支援する高性能コンピューティング分析活用資源を構築・提供

出典：韓国科学技術情報通信部
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重点戦略 重点推進課題 主な内容

新たなガバナンスの
下で大韓民国のイ
ノベーション能力の
最大化

国家横断的なAX協業・
推進体制の構築

• 官民協業による分野別AX (フィジカルAI、造船AX、国防AX、気候エネルギーAX) の推進
• GPU・独自AI基盤モデルの官民活用を支援する「AXワンストップ支援システム」 の運営

政府研究開発の行政改
革と成果普及の加速

• 研究開発予算の戦略的執行・管理：AI導入、ネクスト戦略技術の管理一元化と集中支援
• 研究開発成果普及ハイウェイの構築

AI3大強国への本
格始動と国民が実
感できる成果創出

国民全員が共に享受する
独自AIの開発

• 世界トップ10の「独自AI基盤モデル」の確保：全国民を対象に様々なAIサービスを提供
• AI民生10大プロジェクト推進：AI国税情報相談員、AI農産物消費情報プラットフォームなど
• 「全国民AIコンテスト」の開催：事業化・起業など支援

世界最高水準のAIイノ
ベーションエコシステム

• AIデータセンター振興特別法（仮）制定：行政手続きの簡素化、規制特例適用など
• 独自AIモデル連携K-NPUプロジェクト推進
• AGI（汎用人工知能）及び特化ASI（人工超知能）技術開発
• 研究AIエージェント開発

AX及びグローバルAI基本
社会

• 4大地域AX着手：西南圏（モビリティ・エネルギー）、東南圏（超精密製造）、全北（AIファク
トリー）、大慶圏（バイオ・ロボット）

• UAEなどに韓国型AI（K-AI）拡散
• アジア・太平洋地域AIハブ造成

前年度に整備した成長基盤を土台に 「科学技術・AIで切り拓く大韓民国の大飛躍」を掲げて、4つ

の重点戦略を推進

出典：韓国科学技術情報通信部
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重点戦略 重点推進課題 主な内容

科学技術を基盤と

した革新的成長の

推進

K-ムーンショットプロジェク

トの推進

• がん・難治疾患、ヒューマノイド、レアアース代替・削減、クリーンエネルギー、次世代半導体など、国

家的難題の解決のためのミッション志向研究開発プロジェクトの企画・推進

• 研究機関の国家ミッション中心研究所への改編：戦略技術分野における産学研協力拠点の設

置 (2026年度予算0.6兆ウォン)、成果連動型インセンティブの新設、企業・研究機関連携強化

未来戦略技術のグローバ

ル主導権確保

• AIバイオ・未来バイオ (新薬、脳科学、逆老化、合成生物学等）への集中投資と産業化促進

• 国産量子コンピューターの早期開発 (～2028年)と量子産業クラスターの形成

• 脱炭素エネルギー技術 (SMR・核融合) 開発の加速化

基礎研究の強化と科学

技術人材の育成

• 基礎研究投資拡大：研究期間延長 (1～3年→3～5年)、10年以上の長期研究の促進、成

果に基づくブロックファンディングの導入

• 国家科学者制度本格施行：20名選定 (2026年上期)、若手国家科学者制度設計 (2026年)

• 理工系大学・大学院生への奨学金・研究生活支援、融合研究支援の拡充

• 光州・忠北AI英才学校の設立、地域の既存学校の科学技術院付属校への転換

• 戦略的海外人材誘致「Brain to Korea」推進：誘致研究機関選定 (5機関)、海外韓国人ポ

スドクの帰国支援 (2,000人 (～2030年))

挑戦と没頭のための研究

開発エコシステム・イノベー

ション

• 失敗を許容する研究開発システム：結果よりも過程を重視する評価体系の導入、再挑戦専用

研究開発事業の新設

• 研究行政の簡素化とAI活用による、研究者の事務負担の大幅軽減

• 米国・EU・中国などとの研究協力強化

• 国家研究安全保障強化案の策定、研究安全保障センターの指定、関連制度の法制化

包摂的成長・国民

安全の確保

すべての人々のまての科

学技術

• 地域自律型研究開発予算の大幅増、地域のディープテック企業支援拠点の拡充

• 国民の生命・安全に直結する研究開発の推進

• 科学イベントの拡大、科学館・メディアのコンテンツ拡充、国民向けコミュニケーション活動支援

サイバー脅威に対抗する

安全なデジタル安心国家

の実現

• 企業における厳格なセキュリティ責任体制の確立、懲罰的課徴金の導入 (2026年上期)

• AIを活用したサイバー脅威検知・共有体制の構築、ハッキングに対する政府の防御力の強化

出典：韓国科学技術情報通信部
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